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	東京湾沿岸の埋立地には、石油コンビナート等災害防止法に基づく特別防災区域に指定されている地域がある。
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	市の各局・区等は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、その準備に係る業務を行う。
	市は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の初動対応に万全を期するため、武力攻撃事態等に対処するため
	市は、武力攻撃等が発生した場合においては、常備消防機関との連携を図りつつ当直等の強化を行うなど、速やかに市長及び国民保護
	市の幹部職員及び国民保護担当職員は、常時、参集時の連絡手段として、携帯電話等を携行するなど、電話・メール等による連絡手段
	市の幹部職員及び国民保護担当職員が参集困難な場合等も想定し、あらかじめ、参集予定職員の次席の職員を代替職員として指定して
	市は、参集した職員の行うべき所掌事務を定める。
	市は、市国民保護対策本部（以下「市対策本部」という。）を設置した場合においてその機能が確保されるよう、必要な事項を定める
	消防本部及び消防署は、初動体制を整備するとともに、職員の参集基準を定める。その際、市は、消防本部及び消防署における24時
	市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、県と連携し、消防団の充実・活性化を図る。
	市は、武力攻撃事態等の認定があった場合には、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴訟その他
	市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する文書を、適切に保存する。また、国民の権利利益の救済を確実に行うため、安全な場所


	関係機関との連携体制の整備　【28ページ】
	市は、武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対処ができるよう、防災のための連携体制も活用し、関係機関との連携体制を整備する。
	市は、国、県、他の市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関その他の関係機関の連絡先を把握するとともに、関係機関が作成する
	市は、個別の課題に関して関係機関による意見交換の場を設けること等により、関係機関の意思疎通を図り、人的なネットワークを構
	市は、近接市町の連絡先、担当部署等に関する最新の情報を常に把握するとともに、武力攻撃災害の防御、避難の実施体制、物資及び
	市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるよう緊急時における広範な医療ネットワークの構築を図る。
	市は、自主防災組織及び自治会等のリーダー等に対する研修等を通じて国民保護措置の周知及び自主防災組織等の活性化を推進し、そ


	通信の確保及び情報収集・提供体制の整備　【31ページ】
	基本的考え方
	警報等の伝達に必要な準備
	安否情報及び被災情報の収集・報告に必要な準備


	研修及び訓練　【38ページ】
	市は、職員を育成するため、職員の研修機会を確保し、国民保護に関する教材や資料等も活用し、多様な方法により研修を行う。
	市は、近隣市町、県、国等関係機関と共同するなどして、訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上を図る。



	避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え
	避難に関する基本的事項　【40ページ】
	市は、住宅地図、道路網のリスト、避難施設のリスト等必要な基礎的資料を準備する。
	市は、市域を越える避難を行う場合に備えて、隣接する市町と意見交換を行い、訓練を行うこと等により、緊密な連携を確保する。
	市は、避難住民の誘導に当たっては、災害時要援護者の避難対策を講じる。
	市は、民間事業者の協力が得られるよう、連携・協力の関係を構築しておく。
	市は、学校や大規模な事業所における避難の在り方について、対応を確認する。
	市は、多数の者が利用する施設の管理者等に対し、自主防災・自衛消防対策等の見直し、強化を要請する。また、市などが実施する避


	避難実施要領のパターンの作成　【41ページ】
	救援に関する基本的事項　【41ページ】
	運送事業者の運送力・輸送施設の把握等　【42ページ】
	避難施設の指定　【42ページ】
	生活関連等施設の把握等　【43ページ】

	物資及び資材の備蓄、整備
	市における備蓄　【46ページ】
	市は、住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材については、可能なものについては原則として防災のための備蓄と相互に兼
	市は、国民保護措置の実施のため特に必要となる化学防護服や放射線測定装置、放射性物質等による汚染の拡大を阻止するための除染
	市は、備蓄・整備について、県と密接に連携して対応するほか、他の市町村等や事業者等との間で協定を締結するなど、必要な体制を
	市は、市民が平素から自ら備蓄するよう啓発を行う。


	市が管理する施設及び設備の整備及び点検等　【46ページ】
	市は、国民保護措置の実施も念頭に置きながら、その管理する施設及び設備について整備し、又は点検する。
	市は、その管理するライフライン施設について代替施設の整備等による代替性の確保に努める。
	市は、武力攻撃災害による被害の復旧のため、土地及び建物に関する権利関係を証明する資料等について、適切な保存を図り、バック



	医療救護体制の整備
	初期医療体制の整備　【48ページ】
	後方医療体制の整備　【48ページ】
	広域的医療体制の整備　【48ページ】
	傷病者搬送体制の整備　【48ページ】

	災害時要援護者等の支援体制の整備　【50ページ】
	市は、災害時要援護者に対する避難、救援、情報伝達などの体制の整備について、特段の配慮を行う。
	社会福祉施設等の管理者は、防災のための施設整備、入所者等に対する普及啓発などを行う。
	学校や幼稚園等の管理者は、児童生徒、園児等の避難誘導について、あらかじめ必要な検討を行う。
	市は、外国人に対して、武力攻撃災害に関する知識の普及啓発を行う。



	国民保護に関する理解の促進
	国民保護措置に関する啓発　【51ページ】
	市は、国及び県と連携しつつ、住民に対し、国民保護措置の重要性について継続的に啓発を行う。また、障害者、外国人等に対しても
	市は、防災に関する啓発とも連携しつつ、消防団及び自主防災組織の特性も活かしながら住民への啓発を行う。
	市教育委員会は、市立学校において、安全教育や自他の生命を尊重する精神、ボランティア精神の養成等のための教育を行う。


	武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓発　【51ページ】


	武力攻撃事態等への対処
	初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置
	事態認定前における体制及び初動措置　【52ページ】
	初動時情報収集体制（担当課体制）
	市警戒本部の設置
	初動措置の確保
	関係機関への支援の要請


	市国民保護対策本部体制への移行　【53ページ】

	市国民保護対策本部の設置等
	市対策本部の設置　【54ページ】
	市対策本部を設置する場合については、次の手順により行う。
	市長は、市が市対策本部を設置すべき市の指定が行われていない場合において、市における国民保護措置を推進するために必要がある
	市対策本部等の組織構成は以下のとおりとする。
	市は、住民に適時適切な情報提供を行うため、広報・報道班を中心に市対策本部における広報体制を整備する。
	市長は、現地における対策が必要であると認めるときは、市対策本部の事務の一部を行うため、市現地対策本部を設置する。
	市長は、現場における関係機関の活動を円滑に調整する必要があると認めるときは、現地調整所を設置し、関係機関との情報共有及び
	市対策本部長は、市域における国民保護措置を総合的に推進するため、各種の国民保護措置の実施に当たっては、権限を適切に行使し
	市長は、内閣総理大臣から、市対策本部を設置すべき市の指定の解除の通知を受けたときは、市対策本部を廃止する。


	通信の確保　【60ページ】
	市は、市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確
	市は、必要に応じ情報通信施設の応急復旧作業を行うこととし、そのための要員を現場に配置する。
	市は、通信運用の指揮要員等を避難先地域等に配置し、通信を確保するための措置を講ずるよう努める。



	関係機関相互の連携
	国・県の対策本部との連携　【61ページ】
	知事、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長等への措置要請等　【61ページ】
	市は、国民保護措置を実施するため必要があると認めるときは、知事その他県の執行機関に対し、国民保護措置の実施に関し必要な要
	市は、国民保護措置を実施するため必要があると認めるときは、関係する指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、その業務に係る


	自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等　【61ページ】
	市長は、国民保護措置を実施するため必要があると認めるときは、知事に対し、自衛隊の部隊等の派遣の要請を行うよう求める。
	市長は、国民保護等派遣を命ぜられた部隊のほか、防衛出動及び治安出動により出動した部隊とも、市対策本部、現地対策本部、現地


	他の市町村に対する応援の要求、事務の委託　【62ページ】
	指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請　【62ページ】
	市の行う応援等　【63ページ】
	市は、他の市町村から応援の求めがあった場合には、正当な理由のある場合を除き、必要な応援を行う。
	市は、指定公共機関又は指定地方公共機関から応援を求められた場合には、正当な理由のある場合を除き、必要な応援を行う。


	自主防災組織等に対する支援等　【63ページ】
	市は、避難住民の誘導等に対する自主防災組織や自治会長の協力について、活動のための資機材を提供するなど、必要な支援を行う。
	市は、ボランティア活動に際しては、その安全を十分に確保する必要があることから、武力攻撃事態等の状況を踏まえ、その可否を判
	市は、県や関係機関等と連携し、救援物資について、受入れ、仕分け、避難所への配送等の体制の整備等を図る。


	住民への協力要請　【64ページ】

	警報の伝達、避難住民の誘導等
	警報の伝達等　【65ページ】
	避難住民の誘導等　【67ページ】
	市長は、被災情報や現場における事態に関する情報など、収集した情報を迅速に県に提供し、知事による避難の指示が行われた場合に
	市長は、避難の指示の通知を受けた場合は、あらかじめ策定した避難実施要領のパターンを参考にしつつ、迅速に避難実施要領を策定
	市長は、避難実施要領で定めるところにより、職員並びに消防長及び消防団長を指揮し、避難住民を誘導する。
	消防本部及び消防署は、市長の定める避難実施要領に基づき、車載の拡声器を活用するなど効果的な誘導を実施するとともに、自力歩
	消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部又は消防署と連携しつつ、自主防災組織、自治会等と連携した避難住民の
	市長は、避難実施要領の内容を踏まえ、職員及び消防機関のみでは十分な対応が困難であると認めるときは、警察官、海上保安官又は
	市長は、自主防災組織や自治会長等のリーダーとなる住民に対して、避難住民の誘導に必要な援助について、協力を要請する。
	市長は、避難住民の誘導に際しては、県と連携して、食品の給与、飲料水の供給、医療の提供その他の便宜を図る。また、避難住民の
	市長は、災害時要援護者の避難を万全に行うため、社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災害
	道路管理者たる市は、道路の通行禁止等の措置を行ったときは、県警察と協力して、住民等に周知徹底を図るよう努める。
	市長は、避難住民の誘導に際して食料、飲料水、医療等が不足する場合には、知事に対して、必要な支援の要請を行う。
	市長は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対して、避難住民の運送を求める。
	多数の市民を避難させる必要が生じた場合、市長は、国の対策本部長の指示を踏まえ、避難の準備が整っている場合には、避難先地域
	市は、帰宅困難者等への対応について県及び隣接市町と連携を図る。
	市長は、石油コンビナート等特別防災区域において、必要があると認めるときは、周辺の市民に対し退避を指示し、また警戒区域の設
	市長は、避難の指示が解除された時は、避難住民の復帰に関する要領を作成し、避難住民を復帰させるため必要な措置を講じる。



	救　援
	避難所等の供与　【78ページ】
	食品・飲料水及び生活必需品等の給与又は貸与　【79ページ】
	医療の提供及び助産　【80ページ】
	被災者の捜索及び救出　【82ページ】
	電話その他の通信設備の提供　【83ページ】
	武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理　【83ページ】
	学用品の給与　【83ページ】
	死体の捜索及び処理並びに埋葬及び火葬　【83ページ】
	武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運び込まれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているものの除去　【84ペ



	安否情報の収集・提供
	安否情報の収集　【87ページ】
	県に対する報告　【88ページ】
	安否情報の照会に対する回答　【90ページ】
	市は、安否情報の照会窓口、電話及びＦＡＸ番号、メールアドレスについて、市対策本部を設置すると同時に住民に周知する。
	市は、安否情報の照会を行う者の本人確認等を行うことにより、情報を不当な目的に使用されるおそれがないと認めるときは、当該照
	安否情報は個人情報であることにかんがみ、市はその取扱いについて十分留意する。


	日本赤十字社に対する協力　【94ページ】

	武力攻撃災害への対処
	武力攻撃災害への対処　【95ページ】
	市長は、国や県等の関係機関と協力して、市域に係る武力攻撃災害への対処のために必要な措置を講ずる。
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